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青森県総合学校教育センター 研究論文 [2024.3]  
Ｇ１３－０１ 

 

中学校における情報活用能力の組織的な向上を図る支援プログラムの開発と実践 

 

 

                          産業教育課  研究員  福 士  智 也 

 

要    旨 

 

 本研究は，生徒の情報活用能力，及び教員の ICT活用指導力を組織的に高めることを目的とし

県の実態や先行研究の共通課題をもとに，汎用性が高く，各校の実態に即した形で研修等が実践

できるような支援プログラムの開発・提供を行ったものである。研究協力校で実施検証を行い，

得られたデータを分析した結果，教員に対して一部の有効性が示されたが，生徒も含めた組織と

しての有効性を明らかにすることは難しく，アプローチ方法等の課題が見えてきた。 

    キーワード：情報活用能力 中学校 支援プログラム 校内研修  ICT活用 組織的  

 

Ⅰ 主題設定の理由 

 

 中学校学習指導要領（平成29年告示）では，情報活用能力を，言語能力や問題発見・解決能力と同様に，

学習の基盤となる資質・能力の一つとして位置付けている。また，中学校学習指導要領（平成29年告示）解

説 総則編 平成29年 7月では，「学習活動において必要に応じてコンピュータ等の情報手段を適切に用い

て情報を得たり，情報を整理・比較したり，得られた情報を分かりやすく発信・伝達したり，必要に応じて

保存・共有したりといったことができる力」と示している。一方，情報活用能力育成に関して，文部科学省

の「教育の情報化に関する手引 ―追補版―（令和 2年 6月）」（以下，「手引」という。）では，「単に 

IICT機器を指導に取り入れれば，情報活用能力が育成されたり，教科等の指導が充実したりするわけではな

いということに留意する必要がある」と述べている。これらのことから，生徒の情報活用能力育成には，教

員の ICT活用指導力の向上と，活用場面の組織的・計画的な位置付けが必要であると考えられる。 

情報活用能力育成に関する先行研究を整理すると，稲垣他（2021）は，環境整備のポリシーの変化と教員

のマインドセットの変化とを一体的に検討していくことの必要性を指摘している。堀田（2016）は，情報活

用能力の育成には時間がかかることから，実践が長期化することを課題に挙げ，柔軟なカリキュラム・マネ

ジメントの工夫が必要だと指摘している。田中他（2021）は， ICT教育を促進できない要因の一つとして，

負担感を挙げ，教員の負担感軽減について， ICTを用いた授業方法の研修の必要性を指摘している。日髙他

（2021）は， ICTの効果的な活用を推進するためには，提案授業や校内研修の計画的な実践が有効であるこ

とを明らかにし，教員の共通理解・共通実践のもとで，継続的な指導が必要であると指摘している。 

 そこで本研究では，負担が軽く，導入が容易で，生徒，教員双方に効果が期待できるような支援プログラ

ムと称したコンテンツを開発する。そして，それらを学校の実態に合わせてパッケージ化して提供し，専用

ホームページや通信の発行，校内研修等の手段を用いて周知を図ることで，支援プログラムを日常的に活用

するようになり，その結果，生徒の情報活用能力，及び教員の ICT活用指導力を組織的に高めることにつな

がるのではないかと考え，本主題を設定した。 

 

Ⅱ 研究目的 

 

 生徒の情報活用能力，及び教員の ICT活用指導力を組織的に高める手段として，支援プログラムを開発，

パッケージ提供し，その効果を検証する。 

 

Ⅲ 研究仮説 

 

 生徒，及び教員用に開発した支援プログラムをパッケージ提供し，校内研修に組み込むことで，活用の日

常化につながり，その結果，生徒の情報活用能力，及び教員の ICT活用指導力の向上が期待できる。 
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Ⅳ 研究の実際とその考察 

 

１ 研究についての基本的な考え方 

(1) 本研究で育成したい情報活用能力について 

  村上他（2021）は，情報活用能力そのものをパフォーマンス評価するのではなく，学習指導がしっかり

と行われたかどうかの学習経験を評価することが，現状では重要であると述べている。生徒の情報活用能

力を直接測定する尺度は，現状では広く公開されていない。文部科学省の「情報活用能力調査（令和33年

度実施）」（以下，「情報活用能力調査」という。）はあるものの，結果と概要のみの公開であるため，

本研究の検証に使用することは非常に困難である。そこで，前述の村上他（2021）が開発した「指導の実

施状況を把握するためのチェックリスト」（以下，「チェックリスト」という。）を，本研究における育

成したい情報活用能力として捉え，検証においてチェックリストを実施・分析することで，生徒の情報活

用能力にかかわる学習経験の変容を評価することとした。 

(2) 組織的な向上とは 

  手引では，児童生徒の情報活用能力の体系的な育成には，カリキュラム・マネジメントを実施すること

が重要であると指摘している。しかしながら，教員と生徒，それぞれの変容を一体的に調査している研究

は少ない。よって教員，生徒それぞれの視点で指導の実施状況を把握し，支援プログラムが適切に作用し

ていたかを測ることが，情報活用能力育成の効果的な手続きや新たな課題を明らかにすることにつながる

のではないかと考える。これらを踏まえて，本研究では，教員と生徒，それぞれの変容の関係性に迫る意

味で「組織的な向上」と定義した。 

 

２ 開発した支援プログラムについて 

(1) 教員用支援プログラム（表 1，表 2） 

  開発の初期段階として，情報活用能力調査の調査結果，及び文部科学省の「情報活用能力育成のための

アイデア集」（以下，「アイデア集」という。）を参考に素案を作成した。その後，チェックリストの各

項目や研究協力校の実態との関連性について整理し，原案を作成した。なお，高度情報化社会で指数関数

的にデジタルの進化が起きている時代背景から，支援プログラムに関連する情報を， 1か月単位で再調査

を繰り返し，内容の更新，修正を図った。さらに，動画とプレゼンテーションの 2種類の形式で作成し，

分類と小項目を設定することで，教員が個々の実態や用途に合わせ，任意で内容を切り取り，自己研修や

校内研修用に組替えてパッケージ化できるようにした。 

表 1 ロングプログラム（所要時間30～40分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 3 - 

表 2 ショートプログラム（所要時間10～20分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロングプログラム（表 1）は，主に校内研修での活用を想定し，知識や専門用語，概念を学ぶことに重

点を置き開発した。内容を30分程度で構成することで，個々のペースで一時停止したり，巻き戻しても，

01時間以内で研修が収まるようにした。ショートプログラム（表 2）は，主にアプリケーションソフトウ

エア（以下，「アプリ」という。）の機能，活用事例の紹介と演習の流れで構成した。操作画面と並列で

表示しても見やすいよう，ロングプログラムより字のサイズを大きくし，スライドの数を減らして，画面

切り替えが最小限に済むように工夫した。 

(2) 生徒用支援プログラム（表 3） 

教員用をベースに，授業等でそのまま支援プログラムを活用できるよう，50分の実施を想定して開発し

た。情報活用能力調査の調査結果，及びアイデア集を基に，重要な項目を優先的に開発した。 

表 3 生徒用支援プログラム（所要時間50分） 
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教員用支援プログラム（表 1， 2）との差異は，内容に ICT関連の最新ニュースを組み込み，得られた

知見を将来の自分と比較することで，実感を伴いながら支援プログラムへ参加できるよう構成している点

である。また，生徒の実態に応じて，教員自身で構成変更を可能にするため，教員用支援プログラムと同

様に分類と小項目を設定することで，短学活等でも活用しやすくなるように工夫した。 

 

３ 研究の実際 

(1) 研究協力校との打合せ 

本研究は，研究協力校 A校（以下， A校とする。）で行った。全校生徒 514名，学級数18学級（特別支

援学級 3学級含む），教員数39名の中規模校である（令和 4年度）。実態の詳細な把握と研修内容の検討

のため，検証開始前に 2回の訪問による打合せを行った。なお，その後の打合せは，ビジネス用カスタム

メールアプリや，チームでのメッセージのやり取りとスペースアプリを活用して適宜行った。（P5 (2)ウ

に記載されている第 2回校内 ICT活用研修の打合せを含む）打合せの詳細は，以下のとおりである。 

ア 第 1回打合せ（令和 4年 6月下旬実施） 

実施目的は，①研究構想の理解と協力の依頼，② ICT機器の利用実態調査，③協力校の意見，要望の

確認，収集である。①については，構想発表会の資料を活用したプレゼンテーション，校内研修の実施

依頼と実施時期の確認を行った。構想の理解と協力の承諾は得られたが，夏季休業中の研修実施は見送

られた。②については，スクールサポーター（ ICT支援員）も打合せに加わり， ICT機器に強い教員が

不足していることと，授業等でのタブレット端末の活用が十分ではない実態が明らかになった。③につ

いては， SNSポリシーや授業での活用，基本操作等，課題や要望が多岐にわたることが判明した。 

 イ 第 2回打合せ（令和 4年 9月中旬実施） 

実施目的は，①校内研修の実施日程・内容の決定，②チェックリストを基にしたアンケート（以下，

「情報活用能力アンケート」という。）の実施依頼である。①については，教員の負担や時間構成，時

期を考慮し，12月26～28日の 3日間で計 9コマ（ 1回50分）の自由参加型の研修を行うことに決定し，

研修内容の選択は，筆者自らで調整することを確認した。②については，研修実施月に合わせ，令和 4

年12月に行うことで決定した。 

(2) 支援プログラムの校内への周知と校内 ICT活用研修 

 ア 研究員通信の発行（図 1） 

前述の打合せから，研修のみで，本研究の概要や全ての支援プログラムの周知を図るのは困難である

と考え，初回の校内 ICT活用研修実施日までの期間に，研究協力校の教員を対象にした研究員通信を発

行した。主な内容は，本研究の概要の紹介や，支援プログラムの中でも操作が容易で，現場ですぐに活

用できる項目をピックアップし， PDFの電子文書ファイル形式で提供した。 

 イ 研究員ホームページの運用（図 2） 

研究員ホームページを，支援プログラムに何時でもアクセスできること，内容に興味を持ってもらう

ことを目的として，令和 4年12月より開設した。多くの教員が支援プログラムに触れられるよう，支援

プログラム以外のコンテンツ（魅力的なアプリの紹介，最新の教育ニュースのリンク集，文部科学省・

経済産業省等の教育関連ページのリンク集等）を盛り込み，自己研修の情報ポータルサイトとしての機

能も充実させた。ホームページは，研究協力校の教員アカウントのみで閲覧できるよう設定し，研究協

力校訪問時や校内 ICT活用研修の際に全教員に宣伝，周知を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 研究員通信               図 2 研究員ホームページ 
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 ウ 校内 ICT活用研修 

前述の打合せから，研修内容を選定するにあたり，先行研究や各種調査のデータを再整理した。佐藤

他（2022）は， ICT活用には「自信」が有効であり，さらに年代の高い教員において， ICT活用への自

信を持つことの効果が高いことを明らかにしている。藤原他（2022）は，一斉・一方向・伝達型の伝統

的な授業スタイルを採る教員ほど，授業での ICT活用が消極的となる傾向があることを明らかにしてい

る。また，授業において使用可能な情報機器やアプリに実際に触れて親しみを持ち，基本操作を習得す

るような学校内外の研修の必要性を示唆している。露口（2022）は， ICT活用不安が最も強く表れる層

は50歳代女性教諭であり，その不安が抑鬱傾向ハイリスクに結びつきやすい層が20歳代男性と50歳代男

性であること，一方で，学習による職能成長機会が豊富な教諭は，強度 ICT不安を抱く確率が低下する

ことを明らかにしており，不安を抱えているベテランにも容易に理解可能な校内研修の企画と運営の開

発の必要性を示唆している。これらの先行研究に加え，文部科学省の「学校と教職員の業務実態の把握

に関する調査研究（平成27年 3月）」で示されている全71種類の教員業務や，青森県教育委員会の「教

職員の多忙化解消に係る報告書～教師が子どもに向き合える学校づくりのために～（平成27年12月）」

に加え，研究協力校への聞き取り調査の結果を参考に，教員の業務の効率化が期待できる支援プログラ

ムを厳選し，研修時間に合わせてパッケージ化した。さらに，前述の打合せで決定した第 1回校内 ICT

活用研修に加え，第 2回校内 ICT活用研修を令和 5年 6月中旬に，全員参加型の40分間の内容で実施し

た。実施後には質疑応答，記述式のアンケート（以下，「研修アンケート」という。）を行った。 

(ｱ) 第 1回研修「ICT基礎研修パッケージ」【参加率31％】 

教員用支援プログラム「分類L1-1～ 5，分類S1-1～ 3」を

実践した。最初に， ICT教育が必要に迫られている背景につ

いて， 3つの視点（人材育成・教育格差・個別最適化）で説

明した（図 3）。加えて，研究協力校で導入しているオンラ

インアプリセット，及びクラウドコンピューティングサービ

スの利便性や安全性，活用法，メリットについて，実演を通

して解説した。基本操作やログイン方法だけでなく，データ 

管理やヒューマンエラーによる情報漏洩の危険性についても触れた。 

(ｲ) 第 1回研修「校務効率化研修パッケージ①」【参加率21％】 

教員用支援プログラム「分類S2-1，分類S3-1～ 3，分類S6-1～ 2，分類S7-1～ 2」を実践した。最

初に，教員の SNSポリシーの在り方について事例を基に解説した。その後，ビジネス用カスタムメー

ルアプリ，及びチームでのメッセージのやり取りとスペースアプリを活用する際のメリット，デメリ

ットを踏まえ，学校内外におけるコミュニケーションの効率化につながる活用法の演習を行った。 

(ｳ) 第 1回研修「校務効率化研修パッケージ②」【参加率15％】 

教員用支援プログラム「分類L2-1～ 3，分類S6-1～ 2」を

実践した。最初に，生徒，保護者対応の連携強化，及び効率

化の在り方について事例とともに解説した（図 4）。その後

共同編集機能，リモート技術を活用することで初期対応の連

携，管理職への報告や事後の報告書の事務作業の効率化が期

待できることを，従来の対応の流れと比較しながら，演習を

行った。 

(ｴ) 第 1回研修「校務効率化研修パッケージ③」【参加率41％】 

教員用支援プログラム「分類S4-1～ 2，分類S8-1～ 3」を実践した。最初に，視覚ベースのコンピ

ューティング機能のセットアプリを活用したテキスト化，及び読み上げ，翻訳機能の解説，活用事例

の紹介を行った。その後，キーボードのショートカットキーを活用した簡単で素早く教材を作成する

方法を解説し，デジタルホワイトボードアプリで教材を作成する演習を行った。 

(ｵ) 第 1回研修「校務効率化研修パッケージ④」【参加率21％】 

教員用支援プログラム「分類S9-1～ 3」を実践した。最初に， 2次元コードの説明に加え，授業内

での活用から行事，アンケート，提出物管理等の活用事例を幅広く紹介し， 2次元コードをブラウザ

上で生成する方法，スプレッドシートアプリで複数のコードを一括生成する方法について用途別に解

説した。最後に，作成したアンケートフォームから，任意の方法で 2次元コードを生成し，文書作成

アプリに表示する演習を行った。 

図 3 第 1回校内 ICT活用研修の様子 

図 4 報連相効率化の解説スライド 
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(ｶ) 第 1回研修「不登校対応研修パッケージ」【参加率28％】 

教員用支援プログラム「分類L3-1～ 3」を実践した。最初

に， ICT機器を活用した不登校対応に関する最新の実践事例

を紹介した（図 5）。その後，今後の可能性についても言及

し，電話連絡，家庭訪問に次ぐ第 3の手段としての活用の在

り方，学習保障の在り方についても解説した。小グループで

のディスカッションを通して，自校に取り入れられそうな活

用をイメージしやすいよう構成した。 

(ｷ) 第 1回研修「教材研究研修パッケージ①」【参加率41％】 

教員用支援プログラム「分類 S10-1～ 3」を実践した。最初にパドレット（Wallwisher, Inc.）の

機能や使用法を，実演を交えて解説した。続いて，多様な活用方法について全国の実践事例を紹介す

るとともに，生徒自身で主体的に活用できるような指導法についても解説した。最後に，自己紹介や

授業の振り返りポートフォリオ作成の演習を行った。 

(ｸ) 第 1回研修「教材研究研修パッケージ②」【参加率26％】 

教員用支援プログラム「分類S5-1～ 4」を実践した。最初に，ウェブサイト作成ツールアプリの編

集方法や実践事例を紹介した。学級，学年，部活動等の各組織単位での活用から，授業での活用，教

員間の情報共有，生徒が自主的に運用している学校の紹介等，汎用性の高いアプリであることを実感

できるよう構成した。その後，自己紹介のページや学級のページ，教科担任のページ，授業の振り返

りポートフォリオ作成の演習を行った。 

(ｹ) 第 1回研修「教材研究研修パッケージ③」【参加率23％】 

教員用支援プログラム「分類 S11-1～ 3」を実践した。最初に，研究協力校の自治体で導入してい

る Adobe Express教育機関向け（Adobe Inc.）の操作方法と実践事例を紹介した。その後，学級通信

のデザインや学校ロゴを作成する演習を通して，直感的で，容易にグラフィック制作が可能であるこ

とを解説した。その他使用可能な Adobeアプリ機能の演習を行い，先進的に活用している学校の実践

事例について紹介した。 

(ｺ) 第 2回研修「タブレット端末で見方・考え方を鍛える」 

教員用支援プログラム「分類L6-1～ 3」を実践した。最初

に，研究協力校の校内研究テーマである「見方・考え方を鍛

える」の視点と，支援プログラムとの共通項を整理し，研究

テーマに迫る手段として支援プログラムが活用できることを

解説した（図 6）。加えて，タブレット端末を活用して，生

徒の見方・考え方を高める取組を行っている全国の実践事例 

や，支援プログラムを活用した授業構成の例を複数紹介した。 

 

４ 研究の結果・分析 

(1) 検証方法 

教員の指導実施状況の変容，及び生徒の学習経験の評価の変容を捉えるため，情報活用能力アンケート

を令和 4年12月（事前）と，令和 5年 7月（事後）で実施した。教員，生徒が，なるべく同月で実施でき

るよう，研究協力校に配慮していただいた。対象は A校で，令和 4年度に在籍した 1・ 2学年の全生徒，

及び全教員を基本とし，かつ，事前，事後ともに情報活用能力アンケートに回答した生徒（ n＝ 259），

教員（ n＝26）とした。また，変容の背景を明らかにするために，令和 5年 1月から月 1回の頻度で，学

校訪問によるデジタル機器活用実態調査を実施した。さらに，教員，生徒の生の声から詳細な背景を探る

ため，前述の研修アンケートに加え訪問時にインタビュー調査を実施し，計量的テキスト分析を行った。

なお，情報活用能力アンケート，及び研修アンケートはアンケート作成・管理ソフトウェアを，デジタル

機器活用実態調査，及び各種インタビュー調査の記録は表計算ソフトを使用して集計した。 

(2) 指導の実施状況を把握するためのチェックリスト 

 ア 統計解析 

Wilcoxon符号付き順位検定（Wilcoxon signed-rank test ）を用いて，事前と事後の比較を項目別に

行った。統計解析は，Microsoft Excel 2021（ Microsoft Corporation）の分析ツールを用いて行い，

両側検定で，有意確率＜0.05を統計学的に有意とした。 

図 5 不登校対応の事例紹介スライド 

図 6 第 2回校内 ICT活用研修の様子 
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イ 結果・分析 

表 4 教員，生徒それぞれの変容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教員のデータ（表 4）において，事後が有意に高かった項目は 4，15，21，22，24，29，30，34，44

の計 9項目となり，事後が有意に低かった項目は13の計 1項目であった。以上の項目を，表 1，及び表 

2と照合し，整理すると， 4，15，24，29，30，34，44の 7項目について，支援プログラムとの関連性

が示された。この結果は，支援プログラムが教員自身の指導の実施状況の改善に一部有効であったこと

を示唆している。しかし，有意な差を示さなかった項目の方が多数であることから，支援プログラムの

教員に対する有効性は，非常に限定的なものであったことが読み取れる。 

生徒のデータ（表 4）において，事後が有意に高かった項目は 4，28，43の計 3項目となり，事後が

有意に低かった項目は16，31，37の計 3項目であった。以上の項目を表 3と照合し，支援プログラムと

の関連性を整理すると， 4，23の 2項目の関連しか見られなかったことから，生徒の実感を伴った指導

の実施状況の改善に，支援プログラムが十分機能していない可能性を示唆している。 
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(3) デジタル機器活用実態調査 

 令和 5年 2月から 7月まで，月 1回 1校時後半から 2校

時前半の授業を参観し，授業内での教員，及び生徒のタブ

レット端末を含む，デジタル機器の活用実態を調査した。

定期テストや学校行事の時期と訪問日が重なる等の要因も

あり，教員，生徒ともに活用率の大きな変容は見られなか

った（図 7）。一方で，生徒の活用率は教員の活用率の 3

分の 1程度になっていることから，生徒の端末活用の日常

化には，まだ多くの課題が潜在している可能性が示唆され

る。なお，電子黒板やプロジェクター，拡大投影機等，タ 

ブレット端末以外のデジタル機器の活用率についても同様に，今回の調査では大きな変容は見られなかっ

たため，教員の活用の日常化についても，改善を図る余地があることが示唆される。 

(4) アンケート・インタビュー調査 

情報活用能力の育成，及びタブレット端末の活用についての意見，感想を，記述によるアンケート，イ

ンタビュー形式で調査した。教員対象のアンケート（以下，「教員アンケート」という。）は，情報活用

能力アンケートの最後に追加し，事前と事後で実施した。生徒対象のアンケート（以下，「生徒アンケー

ト」という。）は，タブレット端末の活用に関する設問に限定し，事後のみ，情報活用能力アンケートの

最後に追加して実施した。インタビュー調査は，教員，生徒ともにデジタル機器活用実態調査の訪問時に

実施する計画であったが，実際の調査では十分な量のデータを収集できなかったため，収集分のテキスト

データをアンケート調査に加えて分析することとした。 

 ア 統計解析 

ユーザーローカルAIテキストマイニング（株式会社ユーザーローカル）による分析（https://textmi 

ning.userlocal.jp/）を用いて，計量的テキスト分析を行った。教員アンケートについては，事前と事

後に分けて計量的に分析し，比較した。生徒アンケートについては実施が 1回のみのため，そのまま計

量的に分析した。なお，テキストデータを収集し，形態素解析を進める過程で，表記の揺らぎ（例えば

「アプリケーション」と「アプリ」等）を同義だと考えられる単語に統一した。また，誤字・脱字につ

いても，文意を損ねない程度の修正を行った。 

イ 結果・分析 

(ｱ) 教員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 8 事前アンケートのワードクラウド     図 9 事後アンケートのワードクラウド 

事前（図 8）より，事後（図 9）は，「まとめる，授業，スライド，フォーム」等の単語が多く出

現し，活用場面や使用目的が明確になっている。また，単語分類で出現頻度順にソートすると，事前

は「見せる，活用」等，教員自身が活用する視点での単語が多く出現しているのに対して，事後は「

スライド，調べる，フォーム，まとめる」等，生徒の活用を意識した視点での単語が多く出現してい

る。これらのことから，支援プログラムが教員の意識変容に影響していることが示唆される。 

(ｲ) 生徒 

生徒アンケートのワードクラウド（図10）から，生徒は教員以上に多様な単語が出現していること

が分かる。また，共起ネットワーク（図11）から，共起する語群をピックアップすると，左側の囲み

は「ほしい，持ち帰る，休み時間，使える」等，活用場面の拡充に関連する単語の結び付きが強く，

右側の囲みは「プログラミング，タイピング，技術，スキル，つける」等，生徒のスキル獲得に関連

する単語の結び付きが強いことが分かる。これらのことから， 4（ 2）イで示したように，情報活用

図 7 授業中のタブレット端末活用率 
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能力育成に関する指導が生徒の実感につながっていない，つまり，支援プログラムが，生徒には十分

に作用していない可能性を示唆している。一方で，生徒は「使う，ほしい，活用，調べる，授業，便

利」等，タブレット端末の活用について非常に前向きに捉えており，身に付けたいと感じているスキ

ルに関しても明確に言語化できていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 研究の考察 

 本研究において，開発した支援プログラムが教員と生徒の組織的な向上につながることを，研究協力校

での実施検証を通して詳細に明らかにすることはできなかった。しかし，教員の情報活用能力育成に関す

る指導の実施状況の一部の項目に改善が見られたことに加え，教員アンケートの計量的テキスト分析を行

った結果からも，教員の意識に明確な変容が見られたことが分かる。また，研修アンケートから「勉強に

なった」や「今後活用してみたい」等，前向きな感想が多かったことから，今後も継続的な意識変容が期

待される。しかし一方で，デジタル機器活用実態調査から，教員のタブレット端末活用率，及び電子黒板

等のデジタル機器の活用実態に大きな変容が見られず，支援プログラムを積極的に活用している様子を確

認することができなかったため，教員の意識変容を，行動変容に結び付けることの困難さが課題として見

えてきた。今後は，支援プログラムの有効性をより明確にするために，検証期間や周知方法，校内研修の

在り方等の，新たなアプローチを工夫し，評価する必要性があるのではないかと考える。 

 また，生徒の実感を伴った情報活用能力指導の実施状況に，支援プログラムが直接的な影響を与えてい

ることを明らかにすることはできなかった。しかし，生徒アンケートの計量的テキスト分析から，生徒の

活用意識は前向きであること，情報活用能力に関するスキル獲得の意欲が高いことが示された。このこと

から，教員の行動変容を喚起させることができれば，生徒の活用実態の改善につながり，情報活用能力が

向上するのではないかと考える。つまり，支援プログラム自体の評価だけでなく，前述の新たなアプロー

チを積極的に実践し，それらを一体的に評価することで研究目的に迫ることができるのではないかと考え

る。今回の検証においては，組織的な向上を明らかにすることはできなかったが，その背景や課題の一端

を見出すことができた。 

 

Ⅴ 研究のまとめ 

 

本研究では，生徒の情報活用能力，及び教員の ICT活用指導力を組織的に高めるための支援プログラムを

開発し，実践を通してその効果について検証した。その結果，教員の意識変容が見られ，情報活用能力指導

の実施状況に一部有効であることが示された。しかし，教員と生徒の一体的な変容についての詳細を明らか

にすることはできなかった。その原因として，支援プログラムの周知方法，周知期間が不十分であったこと

が考えられる。例えば，デジタル機器活用実態調査の訪問の際に個別のサポートを実施する，活用促進の宣

伝を行う，校内研修の回数，時間をより充実させる， ICT教育に前向きな教員との連携等，支援プログラム

を校内に浸透させる取組を充実させていくことで改善できるのではないかと考える。 

また，高度情報化社会の現代において，情報技術の進化が指数関数的に進んでいる中，開発した支援プロ

グラムの内容が，検証期間内においても日々古くなっていくことを実感した。AI技術や，デジタル機器の進

化，教具や教育コンテンツ・アプリケーションが常に進化し続けている時代背景から，定型の支援プログラ

ムだけではなく，その内容を常にアップデートする教員のマインドセットや，運営システムの構築の必要性

を強く感じた。技術の進化に伴った開発プロセスを明確にしていくことが今後の課題である。 

 最後に，本研究をまとめるにあたって，御協力くださった研究協力校の先生方に感謝申し上げます。 

図 10 生徒アンケートのワードクラウド 図 11 生徒アンケートの共起ネットワーク 
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